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（安全対策等分野）

（平成２８～３０年度）



１．背景と目的

・人命喪失の多くは木造住宅の倒壊

・全国の弱い木造住宅は約500万戸

・弱い住宅ほど改修費用が高い

・先に改修すべき弱い住宅が残される

人命 避難

・居住空間の喪失により多数が避難

・南海トラフ巨大地震は超広域災害

・救助，救援物資，必需品が届かない

・避難所の惨状，関連死の急増

耐震改
修補助
限度額

耐震改
修費用

耐震診
断評点

自己
負担

行政
補助

0.2 0.4 0.6 0.8 1.0

耐震改修
費用

耐震改修の優先順位

高 低

自己負担増による改修あきらめ

巨大地震時

きわめて耐震性能の低い木造住宅を対象に人的被害と避難者を低減させる技術
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人命保護機能

開発目標とする耐震シェルターの性能

フェーズ１

建物倒壊によるインパクト
から居住者の人命を守る

生活空間確保

フェーズ２

避難生活を回避し救援物資
の需要を軽減

動線機能確保

フェーズ３

日常生活を可能にし迅速な
救援・復興に貢献

*行政の補助限度額に納まる範囲内でこれらの機能を実現

対象

２．技術開発の概要

技術開発の目的：人的被害と避難者を低減させる耐震シェルターの開発

耐震性能のきわめて低
い既存不適格木造住宅

評点が0.2以下
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３．技術開発・実用化のプロセス

②生活空間確保

③動線機能確保

①人命保護機能

①人命保護機能

・作用荷重の把握・評価（解析）

・人命保護性能の設定

・高性能耐力要素の開発

・構造要素の性能確認（実験）

・行政補助の実態ヒアリング

②生活空間確保

・被災地調査による最低生活

要件の把握

・変形追従建具の開発（実験）

・堅牢な防水施工方法の開発

・必需品の備蓄方法の検討

・トイレ機能確保の検討

プラ—バシーの保護

最低限の生活空間の確保

防水性能の確保

必需品の備蓄性能

トイレ機能

③動線機能確保

・シェルター設置による建物全体への影響度把握（解析・実験）

・倒壊シミュレーションに基づく動線確保機能の検証（解析）

・シェルター配置ルールと建物部分補強設計法の確立

・設計・施工マニュアルの作成，ガイドラインの策定
動線確保のための必要補強箇所

シェルター設置
推奨位置

シェルター設置
可能範囲
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４．技術開発の必要性・緊急性
「建築物の耐震改修の促進に関する法律」第一条（目的）

この法律は、地震による建築物の倒壊等の被害から国民の生命、身体及び財産を保護するため、
建築物の耐震改修の促進のための措置を講ずることにより建築物の地震に対する安全性の向上を図
り、もって公共の福祉の確保に資することを目的とする。

５．技術開発の先導性

現在

30年間の発生
確率60％

既存の耐震シェルター → いずれも人命確保性能のみ

・南海トラフ巨大地震は超広域災害

・近隣都市は全て被災地

・救助，救援物資，必需品が届かない

・避難所の惨状，関連死の急増

・人命保護＋生活空間の確保が必須！

・本開発シェルターは生活空間の確保

と非常食＋生活必需品の備蓄が可能

・トイレ機能
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６．技術開発の実現可能性

７．実用化・製品化の見通し

・地元の一般流通材を用いた木工事で製作可能

→ どの工務店も取り組みやすい

・高齢者用リフォームを併用しやすい

→ 床段差解消、手摺設置、断熱工事との相

性が良い

→ 工務店の積極的な営業が期待できる

・既存の安価な耐震改修工法の活用

・「愛知建築地震災害軽減システム研究協議会」

「東海圏減災研究コンソーシアム」の活用

耐震シェルターへの
行政補助実施自治体

・行政による耐震シェルターの補助実施県は多い

→ 実績を積み上げ、全国に広げるために活用

・協会を設立して研修会、広報、品質管理を行う

・施工データ集積による問題点改良、製品改良

・各行政庁の補助対象工法への選定を依頼

・安価な耐震改修工法講習会を活用した普及活動

H27,28年度国土交通省建設技術研究開発助成
成果の活用
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８．平成28年度の成果

・耐震シェルターの現状調査と行政補助の実態

- 木造系３技術，鉄骨系６技術の既存技術について調査し，各技術

の特徴を整理するとともに本開発技術の独自性を確認した。

- 1都1府2県について耐震シェルター関連の行政補助の実態をヒアリ

ングし，補助対象として普及の可能性も高いことが確認できた。
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人命保護機能

フェーズ１

・耐震シェルターに作用する外力の評価

- 既存不適格木造住宅の実在プラン27ケースについてシェルター

配置の検討と作用外力の評価を実施し，耐震シェルターに要求さ

れる力学的性能を確認した。

- 計画している4.5畳タイプ，6.0畳タイプのシェルターが適用可能な

建物規模と設置の要件について整理した。



８．平成28年度の成果

・耐震シェルターの施工検証実験

- 既存建物内部に施工することを想定

し，室内側からの施工が可能な仕様

となるよう，施工検証実験を実施した。

- 基礎，耐力壁ともに，必要な耐力を確

保する施工が室内側から可能であるこ

とを確認した。
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人命保護機能

フェーズ１

 

 

・耐震シェルターの性能評価実験

- １間半タイプと2 間タイプの耐力壁につ

いて加力実験を実施した。必要な耐力

が得られることを確認した。



９．平成29年度の事業計画

・耐震シェルター耐力壁の性能評価実験
- 昨年度の性能評価実験結果を踏まえ，耐力要素の最終形

について実験を実施し，設計仕様と性能を確定する。
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人命保護機能

フェーズ１

生活空間確保

フェーズ２

・傾斜，プライバシー確保，防犯のための性能把握
- シェルター内で避難生活を継続するための必要性能の策定

と，基礎，仕上げ，建具の性能評価実験

動線機能確保

フェーズ３

・既存建物開口部との接合方法の検討
- シェルターと既存建物接合部の接合方法の施工検証実験

P

軸材：

□105 

or 

□120

構造用

合板

t=4


